	具体的課題
	取り組んでいる
多様な活動主体
	取組名
	取組内容

	子どもを取り巻く課題
	いじめ　等
	大阪府
市町村教育委員会
	スクールソーシャルワーカー及びスクールソーシャルワーカースーパーバイザーの派遣（H17～）
ＳＳＷＳＶが参加したケース会議の実施校数　７４小中学校　１５０回
	子どもの健全育成のためには、事案に応じた組織的な対応が必要である。国事業を活用し、福祉的視点からのアセスメントやプランニングを行い、関係機関等との連携ネットワークを構築する。
学校と福祉をつなぐ専門家として、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）及びスクールソーシャルワーカースーパーバイザー（ＳＳＷＳＶ）を府内市町村に派遣する。

	
	
	大阪府
市町村教育委員会
	相談窓口の設置(全市町村、府)
子ども家庭センターの設置
（府内８箇所に設置）
	①いじめや学校生活で悩んでいる児童・生徒及び保護者の相談窓口を大阪府、各市町村教育委員会に設置。
各市町村教育委員会相談窓口、府すこやかホットライン、府さわやかホットライン、私学コスモスダイヤル　等
②学校生活等（発達状況、不登校、性格や行動、非行、友人関係、就労、養育等）で悩んでいる児童・生徒及び保護者が相談できる子ども家庭センターを設置。

	
	不登校・ひきこもり　等
	NPO
	高校中退・不登校フォローアップ事業
（私立高校1校、府立学校7校）
（H25～）
	民間支援機関と高等学校が連携し、主に学校内において相談対応や居場所提供を行うとともに、必要に応じて外部の機関へのつなぎ等を行うことを通じて、困難を抱える生徒のそれぞれの状況に応じた支援を実施し、生徒の中退予防や復学、社会的自立に向けた取組みを行うもの。

	
	
	NPO
社会福祉法人
地域人権協議会
	子ども・若者自立サポート事業
子ども・若者自立支援センタ―の設置
（府内10箇所に設置）
	相談・訪問支援・居場所の提供などの取組みを行い、ひきこもり等青少年の自立を支援するため、府内１０か所でひきこもり等の悩みを抱える人やその家族が相談できる窓口として「子ども・若者自立支援センター」を設置するもの。

	
	
	保健医療機関
就労支援機関（企業）
地域団体・NPO
	厚生労働省事業
地域若者サポートステーションを設置
（全国116箇所に設置）
（府内7箇所に設置）
	15～39歳ぐらいの「働きたいがどうしていいかわからない」「ブランクがあって社会参加に自信がない」「なかなか仕事が長続きしない」など、就労について悩みをもつ若者(若年無業者)とその保護者・家族の方を対象にサポートを行なう地域若者サポートステーションを設置するもの。

	
	
	社会福祉協議会
地域福祉担当課　等

	コミュニティソーシャルワーカー（CSW）配置事業（H16～20）
	地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図るとともに、地域福祉力（地域の様々な福祉課題を行政・専門職及び地域住民の協働により解決する力）の向上をめざし、市町村における地域福祉セーフティネットを機能させるため、CSWを市町村が適切と認める一定のサービス圏域（中学校区等の単位で設置するいきいきネット相談支援センター）に配置するもの。（平成21年度末、159人）

	大人を
取り巻く
課題
	ひきこもり・ニート　等
	保健医療機関
就労支援機関（企業）
地域団体・NPO（再掲）
	厚生労働省事業
地域若者サポートステーションを設置
（全国116箇所に設置）
（府内7箇所に設置）
	15～39歳ぐらいの「働きたいがどうしていいかわからない」「ブランクがあって社会参加に自信がない」「なかなか仕事が長続きしない」など、就労について悩みをもつ若者(若年無業者)とその保護者・家族の方を対象にサポートを行なう地域若者サポートステーションを設置するもの。

	
	子育て不安　等
	市町村
健康福祉部
子育て支援室
こども未来部　等

	地域福祉・子育て支援交付金事業
（H21～）
	地域福祉及び子育て支援の分野を対象に、市町村が創意工夫を凝らし、地域の実情や住民ニーズに沿った施策を推進できるよう、地域福祉・子育て支援交付金を創設し、市町村からの事業提案に対して交付金を交付することにより、市町村の地域福祉又は子育て支援に関する事業を支援するもの。
•すべての子育て世帯が魅力を感じる環境づくり •地域社会における子育て機運の醸成 
•保育所など地域資源を活用した見守りや援護を要する子育て家庭への支援 等

	
	
	大阪府社会福祉協議会
	地域貢献支援員（スマイルサポーター）の配置
市町村社会福祉法人等が運営する民間認可保育園（552施設が加入）
	大阪府社会福祉協議会保育部会では、地域の子育て家庭への相談活動に加えて、その活動内容を高齢者や障がい者等に関するものまで広げ、子育て支援の充実や地域の関係機関との連携強化を図るなど、児童・地域福祉の一層の向上に貢献することを目的として、地域貢献支援員を市町村社会福祉法人等が運営する民間認可保育園に配置するもの。

	
	貧困・孤独死　等
	社会福祉協議会
地域福祉担当課　等
（再掲）
	コミュニティソーシャルワーカー（CSW）配置事業（H16～20）
	地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図るとともに、地域福祉力（地域の様々な福祉課題を行政・専門職及び地域住民の協働により解決する力）の向上をめざし、市町村における地域福祉セーフティネットを機能させるためCSWを市町村が適切と認める一定のサービス圏域（中学校区等の単位で設置するいきいきネット相談支援センター）に配置するもの。（平成21年度末、159人）

	
	
	市町村
健康福祉部
地域福祉部　等
	地域福祉・子育て支援交付金事業
（H21～）
	地域福祉及び子育て支援の分野を対象に、市町村が創意工夫を凝らし、地域の実情や住民ニーズに沿った施策を推進できるよう、地域福祉・子育て支援交付金を創設し、市町村からの事業提案に対して交付金を交付することにより、市町村の地域福祉又は子育て支援に関する事業を支援するもの。
•援護を要する人に対する課題解決等の機能（セーフティネット）の構築・充実 
•住民による「支えあい・助け合い」活動の支援 •地域での自立生活を支える福祉基盤づくり　等

	
	
	市町村
社会福祉法人、
医療法人
委託を受けた法人　等
	介護保険法第115条の45の規定に基づき、地域包括支援センターを設置
（府内141箇所）
	地域包括支援センターは、公正・中立な立場から、（１）総合相談支援、（２）虐待の早期発見・防止などの権利擁護、（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援、（４）介護予防ケアマネジメントという４つの機能を担い、地域における高齢者からの総合的な相談、虐待対応等権利擁護のための支援、介護予防のためのケアプラン作成、ケアマネージャーへの指導・助言等を行う施設を設置するもの。

	
	
	大阪府社会福祉協議会
	社会福祉施設相談員（施設CSW）
の配置（H16～）
社会福祉法人が運営する養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び在宅事業所が加入（440施設が加入）
	大阪府社会福祉協議会老人施設部会では、平成16年度から社会貢献事業を実施しており、府内の老人福祉施設に相談員を配置し、要援護者に対する見守りや相談等を行うとともに、老人福祉施設の自発的な拠出により基金を設置し、その基金を活用した経済支援を行うことにより、要援護者の生活問題の解決や自立支援を図るため社会福祉施設の相談員（施設CSW）を配置するもの。

	配慮を
要する人への対応
	障がい者の雇用促進　等　　　　　
	社会福祉協議会
地域福祉担当課　等
（再掲）
	コミュニティソーシャルワーカー（CSW）配置事業（H16～20）
	地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図るとともに、地域福祉力（地域の様々な福祉課題を行政・専門職及び地域住民の協働により解決する力）の向上をめざし、市町村における地域福祉セーフティネットを機能させるためCSWを市町村が適切と認める一定のサービス圏域（中学校区等の単位で設置するいきいきネット相談支援センター）に配置するもの。（平成21年度末、159人）

	
	
	市町村
児童福祉部
障がい福祉課　等
（再掲）
	地域福祉・子育て支援交付金事業
（H21～）
	地域福祉及び子育て支援の分野を対象に、市町村が創意工夫を凝らし、地域の実情や住民ニーズに沿った施策を推進できるよう、地域福祉・子育て支援交付金を創設し、市町村からの事業提案に対して交付金を交付することにより、市町村の地域福祉又は子育て支援に関する事業を支援するもの。
•援護を要する人に対する課題解決等の機能（セーフティネット）の構築・充実 
•住民による「支えあい・助け合い」活動の支援 •地域での自立生活を支える福祉基盤づくり　等

	
	
	市町村から委託を受けた障がい者相談支援事業所
	障害者自立支援法第７７条の１の規定に基づき、障がい者相談支援事業所
を設置
	障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供・助言その他の便宜供与等を行う障がい者相談支援事業を実施する障がい者相談支援事業所を設置するもの。

	
	識字・日本語学習の
環境整備　等
	大阪府人権協会
識字・日本語連絡会
市町村
生涯学習課
国際交流課
国際交流協会　等
	日本語学習活性化支援事業
（H22～24）
識字・日本語学習活動支援の取組み
（H25～）
	市町村や民間が運営する識字・日本語教室に対して、研修の実施や教材開発、ネットワークづくりなどの広域的な施策を通じて、読み書き会話が十分でなく社会の中で“しんどさ”を抱えている人々の生活を支えるセーフ
ティネットを構築するため、下記7つの機能に関する取組みを実施するもの。
①啓発（啓発資料の作成・配布）②情報収集・発信（おおさか識字・日本語センターHPの充実）民間組織と連携
③相談（電話、メール、窓口での相談対応）民間組織との連携
④教材作成⑤調査・研究（府内識字・日本語教室調査）
⑥ネットワーク推進（ビギナー研修、スキルアップ研修、セミナー）
⑦人材育成（ブロック交流会、よみかきこうりゅうかい、教室見学会）


＊民生・児童委員・・・　民生委員・児童委員は広く社会の実情に通じ、社会福祉の増進に熱意のある住民がそれぞれの地域から推薦され、厚生労働大臣により委嘱を受けて、地域住民の福祉向上のために活動する
民間の奉仕者。（大阪府内で約13,000人） 
民生委員の主な職務は次のとおり 
1.住民の生活状態を必要に応じ適切に把握する。 
2.援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように生活に関する相談に応じ、助言その他の援助を行う。 
3.援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援助を行う。 
4.社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関する活動を行う者と密接に連携し、その事業又は活動を支援する。 
5.福祉事務所その他の関係行政機関の業務に協力する等。 
各具体的課題に取り組んでいる多様な活動主体と取組内容の整理
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